
 

 

   

熊本県バス対策協議会の廃止に伴う熊本県地域公共交通協議会規約の一

部改正等について 

 

○概要 

熊本県バス対策協議会の廃止（移行）に伴い、以下の通り規約の一部を改正

するもの。また、バス路線の休廃止に係る協議の具体的な取扱いを定めた運営

要領を新たに策定するもの。 

 

１ 熊本県地域公共交通協議会規約の一部改正（別紙 1・2） 

 【第１条・第３条】 

バス路線の休廃止及び令和４年６月に策定した「生活交通確保維持改善計

画（地域間幹線系統確保維持計画）」に関して、本協議会で協議する根拠を

記載 

  

【第１１条第４項】 

  バス路線の休廃止に関して、地域ブロック部会で協議することを記載。 

★従前の熊本県バス対策協議会においても、バス路線の休廃止はブロック協議会

で協議していたため、これまでの取り扱いに準拠。 

 

【第１１条第５項】 

   令和４年６月に策定した「生活交通確保維持改善計画（地域間幹線系統確

保維持計画）」の変更については、地域ブロック部会で協議することを記載。 

★従前の熊本県バス対策協議会においても、「生活交通確保維持改善計画（地域

間幹線系統確保維持計画）」の変更についてはブロック協議会で協議していた

ため、これまでの取り扱いに準拠 

 

 【第１１条第６項】 

   令和５年度以降に作成する国庫補助に係る詳細な計画の変更（地域公共

交通計画の別紙※）については、地域ブロック部会で協議することを記載。 

※地域公共交通計画の別紙とは 

これまでの「生活交通確保維持改善計画（地域間幹線系統確保維持計画）」に変

わる、補助系統等に関する事項の詳細を記載したもの。 

当該別紙についても、地域公共交通計画の一部として法定協議会における協議

が必要。 

資料１ 



 

 

２ バス路線に係る生活交通の確保に関する協議会運営要領の策定（別紙 3） 

バス路線の休廃止に係る協議の具体的な取扱いを定めた運営要領を策定。

従前の熊本県バス対策協議会の取り扱いと同様に、熊本県内のバス路線を休

廃止する場合は６ヶ月前までに地域公共交通協議会会長に申し出を行い、そ

の内容について同協議会地域ブロック部会で協議することとする。 

 

【事務フロー図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 熊本県地域公共交通協議会委員の追加 

  熊本県バス対策協議会で委員を務めていた「九州運輸局自動車交通部長」を

委員に追加。 

 

○ 変更日 

   令和５年（２０２３年）２月２０日 
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